































































































































高等教育システムを動かし規制する第 5 期科学技術基本計画（2015-2020 年），国立大





















































































第 1 には，行政機構改革と高等教育政策の決定過程の変容に関する研究であり，1930 年
代から始まる行政改革の系譜を踏まえ，2000 年前後の行政機構改革と 2010 年代の行政機
構改革を検討し，現在の決定過程を明らかにする。決定過程の変化の意味は，具体的な政










テーマである。これは，第 2 章で丸山和昭が執筆した。 
第 3 には，具体的な政策過程を通じて，決定過程の変容がもたらす影響を考察する。政
策としては，世上をにぎわせた高等教育の無償化と高大接続を取り上げ，それぞれ，第 3















宇賀克也（2019）『行政法概説Ⅲ 第 5 版』有斐閣。 
金井利之（2014）「分権改革の困難性と可能性」『自治総研』通巻 430 号，2014 年 8 月号。 




佐藤郁哉（2018）『50 年目の「大学解体」 20 年後の「大学再生」』京都大学学術出版会。 
―（2019）『大学改革の迷走 ちくま新書』筑摩書房。 

















藤本夕衣（2012）『古典を失った大学 近代性の危機と教養の行方』NTT 出版。 
藤本夕衣ほか（2017）『反「大学改革」論』ナカニシヤ出版。 
細井克彦ほか編著（2014）『新自由主義大学改革～国際機関と各国の動向』東信堂。 
牧原 出（2018）『崩れる政治を立て直す 21 世紀の日本行政改革論』講談社。 








Poguntke, Thomas & Paul Webb（2005）Presidentialization of Politics: A Comparative 









２ 羽田貴史「教育改革の歴史と教育改革国民会議」（日本教育社会学会第 53 回大会課題
研究「教育改革国民会議とは何だったのか：教育における公共性と国家」報告，2001 年
8 月）。 
３ 「異見交論 53（上） 国立大学よ，世界を見てくれ」（読売教育ネットワーク，2018 年





















定と同時期に，「内閣官制」（勅令 135，1889 年 12 月 24 日）が制定され，憲法と整合するように
天皇に対する大臣ごとの輔弼を明確にしたのである。省庁縦割りが固着化するのも無理はない。



















正及び総理府設置法（1949 年 6 月，法 127）で，「各行政機関の施策及び事務の総合調整」を
行う総理府を設置した。総理府の長は内閣総理大臣であるが，実質は内閣官房長官が担った。 
行政改革は，総合調整の拡大の歴史でもあるが，容易に実現してこなかった歴史でもある（牧
原 2009，第 2，4 章）。第 3 次鳩山内閣・第 3 次行政審議会「行政制度の改革に関する答申」
（1956 年 2 月）は，トップ・マネージメントの機構改善，政務次官増員，総理府総務長官設置，人
事の「総合調整」のため人事院の廃止と総理府人事局設置，予算閣僚委員会設置などを謳った。
これをもとに「行政制度改革要綱案」（1956 年 3 月）が閣議了解されたが，実際には，1957 年 6
月の内閣法・国家行政組織法一部改正で，総理府総務長官を設置するなど，ごく一部にとどまっ
た。人事行政の総合調整は， 第 2 次安倍内閣による「国家公務員法等の一部を改正する法律」
（2014 年 4 月）によって内閣人事局が設置され，中央省庁の部長級以上の人事を掌握するが，
すでに 50 年代にその志向は胚胎していたのである。 
（３）1950-70 年代の政策形成と高等教育分野 
縦割りを越えた総合的政策形成は，1958 年代後半からの経済計画に象徴される。経済計画
が本格的に稼働したのは，新長期経済計画（1957 年 12 月～）に始まるが，経済成長のための科
学技術政策と，理工系人材育成はその主要なパーツであり，総合政策官庁として，総理府に科
学技術庁が設置され（1956 年 5 月），内閣総理大臣を議長とし，大蔵大臣，・文部大臣，経済企
画庁，内閣総理大臣の諮問に答える科学技術会議が設置された（1959 年 2 月）。 
科学技術会議は，「10 年後を目標とする科学技術振興の総合的基本方策について」答申し
（1960 年 10 月），国全体の研究投資目標と理工系人材 17 万人の拡張を提言した。これは，経
済審議会の所得倍増計画答申（1960 年 11 月）に対応し，理工系大学卒業者 7 万人増を目途と










行政改革が本格的に推進されたのは，低成長時代を迎えた 1980 年代である。1982 年 3 月に


































たとえば，国家公務員制度改革の場合（塙 2013，出雲 2014），第 2 次安倍内閣では，内閣人
事局による人事管理が確立し，同時に様々な弊害が指摘されたが（森 2019，181-197），累積し
た制度改革の試みの挫折の上に成立したものである。小泉内閣では，「公務員制度改革大綱」




第 1 次安倍内閣では，国家公務員法一部改正（法 108，2007 年 7 月 6 日）で，能力・実績主
義の導入と再就職に関する規制を行った。福田内閣では，国家公務員制度改革基本法（2008
年 6 月，法 68）が制定された。これは，法制改革の基本方針を決定するプログラム法であり，縦割
り行政の弊害を排除するため，内閣の人事管理機能を強化し，人材登用及び弾力的な人事管理
を行う人事局設置，内閣総理大臣補佐官に関する規定の整備を内容とした。立法改革の内容を
あらかじめ立法化する手法は，中央省庁等改革基本法（法 103，1998 年 6 月）と同じである。 
しかし，福田内閣では実現はできず，麻生内閣で，幹部職員の一元管理を行う国家公務員法
等の一部を改正する法律案を閣議決定し（2009 年 3 月），国家公務員制度改革推進本部を設
置するが（7 月），総選挙で大敗し，民主党鳩山内閣が成立する（9 月）。その鳩山内閣も，この課
題を引き継ぎ，幹部職員の一元管理する内閣人事局を設置する国家公務員法改正案を閣議決
定するが（2010 年 2 月），審議未了で廃案となった。 
菅内閣・野田内閣では，公務員制度改革の目だった動きはないが，野田内閣では，内閣府設





４. 第 2 次安倍政権と政策決定過程の変容 
ポスト小泉以降の行政改革は，第 2 次安倍内閣（2012 年 12 月 26 日－2020 年 9 月 16 日）































いた国家戦略会議（2011 年 11 月 21 日閣議決定）が先行していたことである。同会議は，高等
教育改革についても，文科省大学改革タスクフォース「大学改革実行プラン」をもとに，リサーチ・
ユニバーシティ群の形成や大学・学部の枠を超えた再編成などを含む「日本再生戦略」を決定し，
閣議決定（2012 年 7 月 31 日）を行っていた。「日本再生戦略」は，この「大学改革実行プラン」を
具体化するために，2013 年央までに「国立大学改革プラン」を取りまとめるとしていた。これは，








が設置され（1999 年，法 88），内政，外政，事態対処・危機管理担当の 3 名が置かれた。内政と
外政担当副長官補の下に，政策の企画立案・総合調整事務を担当する分室が置かれている。 
安倍内閣では，内閣官房・内閣府の権限及び人員の強化が並行して進み，総合調整の実質
的体制が作られた。発足時に 3 であった分室は，安倍内閣直前には 27 になり，政権交代ととも
に増加し（瀬戸山 2015），2020 年 10 月時点では 40 になった。日本経済再生本部（2020 年 10
月まで），教育再生実行会議，人生 100 年時代構想推進室の事務は分室が対応している。 
内閣府には，重要政策ごとに政策統括官（局長級）が置かれ，2001 年の発足時は 7 人，2011




「科学技術政策担当」が置かれ，2007 年 9 月には「科学技術・イノベーション担当」に改称された。 
官邸機能の強化は，内閣官房・内閣府の規模の拡大につながる。この 10 年間（2009-2019 年）
で，常勤国家公務員一般職は，164,160人から 150,634人と 8.2％減少（「一般職国家公務員在
職状況統計表（人事統計報告）」）したが，内閣官房は 594 人が 942 人（158.6％増），内閣府は
2,198 人が 2,215 人（100.8％）と増加した 。 
しかも，これには，併任として各省庁から出向し，内閣府として業務を担っている職員数は入っ
ていない。瀬戸山（2015）調べでは，2014 年度の内閣官房定員は，1,024 人だが併任 1,905 人






























評価と組織改組の連動は，設置形態を超えて波及し，公立大学は，2017 年 6 月の 地方独立
行政法人法改正（法 54）によって同様なスキームに移行した。 
以上は，設置者－大学との関係での垂直的権限関係の強化であるが，同僚性原理による大学
内部のガバナンスにも学長の権限を強化する改革が行われた。2014 年 6 月 27 日の学校教育
法及び国立大学法人法改正（法 88）により，国公私立大学の学長権限の強化と教授会の役割が
限定された。 













月 11 日の国家公務員法等の一部改正（法 22）は，局長級以上の幹部人事を，内閣総理大
臣の審査を経た幹部候補者名簿から，任命権者（各大臣等）が首相・官房長官協議を経た
上で任免することとし，総理の意思が国家公務員人事に強く反映するようになった。これ
は，福田内閣時代に，国家公務員制度改革基本法（法 68，2008 年 6 月 13 日）で，公務員
制度改革の柱として位置づけ，麻生内閣時代に，国家公務員法等の一部を改正する法律案
を閣議決定し・国会提出（2009 年 3 月 31 日）したものの，廃案となったのがようやく実
現したのである（稲葉 2015a，2015b）。 
幹部人事を一元管理することは，民主党もマニュフェストに明記していた。鳩山内閣
（2009 年 9 月 16 日）では，法案作成・提出は行われず，菅内閣では，法律の根拠規定は
ないものの，閣僚懇談会で局長級以上の人事については官房長官に相談することが首相か











また，これより先，2001 年 12 月，小泉内閣による「公務員制度改革大綱」に対し，新
しい日本をつくる国民会議（21 世紀臨調） は，「公務員制度改革に関する緊急提言～「政





（2002 年 7 月）であり，「『官』は，国民全体の奉仕者として中立性，専門性を踏まえて，
法令に基づき，主に政策の実施，個別の行政執行にあたる」とされた。「政と官」の区分は，
淵源を辿れば 1899 年 3 月の文官任用令（勅令第 61）による猟官制の否定と資格任用制へ
の移行に始まり，フーバー人事行政顧問団報告書（1947 年 6 月）につらなる近代公務員制
度の原理であった。森友学園に対する国有地払い下げ便宜（2016 年 6 月）や国家戦略特区
による加計学園問題（2017 年 5 月）などは，懸念が現実のものになったといえる（朝日新












第 19 条②）とされ，その行為はあくまでも総理大臣に対するものであったが，2014 年改
正は，総理大臣補佐官の実質上の役割を拡大した。 
ただし，その職務は，総理大臣のスタッフであり，ラインとして指揮命令権は持たない。






































しかし，2014 年 4 月に内閣府設置法の一部を改正する法律（法 31）によって，総合科学技術























ノベーションの推進は，2010 年代に始まるものではないが，2011 年に中国の GDP が日本を抜
いて世界 2 位になることが確実になると，経済界からの発信は強力になった。日本経済団体連合
「サンライズレポート」（2010 年 12 月 6 日）は，世界経済での日本の沈滞化を危惧し，イノベーシ
ョンを提言，翌 2011 年 経済同友会「2020 年の日本創生－若者が輝き，世界が期待する国へ
－」（1 月 11 日）は， 科学技術に限らず，金融，ＩＣＴのイノベーション を謳った。民主党・野田内
閣「日本再生戦略」（2012 年 7 月 31 日）で，「科学技術イノベーション・情報通信戦略」を閣議決
定していた。この流れは，安倍内閣に引き継がれる。 
安倍内閣は，イノベーション政策をさらに拡大した。その体制は，日本経済再生本部を核とする










競争力会議（2013 年 2 月 18 日）では，規制改革の推進とイノベーションの立て直しが筆頭項目
に提示され，イノベーションの司令塔として総合科学技術会議の強化，大学・独法研究所の研究
機能強化が課題として示された。 




産業競争力会議（第 4 回 2013 年 3 月 15 日）では，下村大臣から国立大学改革プランを夏に
作成するとの報告があり，こうした内閣設置会議で各省庁横断的な政策の基本方向を作り，法制
化された審議会で具体化するという手順が作られていった。 
（２）「日本再興戦略 Japan is Back」とイノベーション 
安倍内閣で経済の成長戦略に大学を位置づける最初の基本政策は，産業競争力会議（第 12
回，6 月 12 日）での検討を経た「日本再興戦略 Japan is Back」（閣議決定 2013 年 6 月 14 日）






活用拡大等を目指」し，国立大学第 3 期中期目標期間（2016 年 4 月から）開始までに，大学評
価システムの構築や，企業等の外部からの資金を活用した混合給与などの人事給与システムの
改革，運営費交付金の戦略的・重点的配分の拡充に直ちに着手する」こととした。これらの項目
は，2014 年から 16 年にかけて多様な形で政策化が進んだ。 
 
〇人材・教育システムのグローバル化による世界トップレベル大学群の形成 
  →2016 年 5 月 12 日 国立大学法人法改正による指定国立大学法人の創設 
〇イノベーション機能の抜本強化と理工系人材の育成 
→2013 年 12 月 4 日 「産業競争力強化法」成立 
→2015 年 5 月 22 日 文科省・経産省「理工系人材育成に関する産学官円卓会議」設置 
〇人事給与システム改革による優秀な若手及び外国人研究者の活躍の場の拡大 
→2014 年 12 月 文科省・経産省「クロスアポイントメント制度の基本的枠組みと留意点」 






→2014 年 6 月 13 日 独立行政法人通則法改正による評価と組織改組権限の強化 
・教授会の役割の明確化，部局長の職務や理事会・役員会の機能の見直しなど 
→2014 年 6 月 27 日 学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律 
・教員ポスト・予算等の大学内の資源配分の可視化，運営費交付金の戦略的・重点的配分
の拡大，2016 年度から新たな評価指標を確立，運営費交付金の在り方を抜本的に見直し，
「成果目標（KPI）のレビューによる PDCA サイクルの実施 
→文部科学省「今後の国立大学の機能強化に向けての考え方」（2013 年 6 月 20 日）  
  最後の項目は，検討事項が多岐にわたるためか，文部科学省は「今後の国立大学の機能強














 →2014 年 5 月 23 日 第 1 回 CSTI で「戦略的イノベーション創造プログラム（Cross-
ministerial Strategic Innovation Program:SIP」実施方針と配分（10 テーマに 300 億
円）決定 
〇革新的研究開発支援プログラム（Impulsing Paradigm Change through Disruptive 
Technologies Program，ImPACT） 
→2014 年補正予算で 550 億円計上し，科学技術振興機構に 5 年間の基金創設  
○世界最高水準の新たな研究開発法人制度の創設 
  →2014 年 3 月 12 日第 118 回総合科学技術会議「特定国立研究開発法人（仮称）の考え
方について」 





2015 年 12 月 18 日 CSTI「特定国立研究開発法人制度（仮称）の考え方」 









限的形態というべきである。この制度は，文部科学省「国立大学改革プラン」（2013 年 11 月 26














（４）第 5 期科学技術基本計画と国立大学法人第 3 期中期目標計画作業へ向けて 
前述してきた構造的変化のもとで，大きなイベントとなるのは，第 5 期科学技術基本計画と国立
大学法人第 3 期中期目標計画である。いずれも 2016 年から開始期になるが，それに合わせた
予算編成は，2015 年当初から進むため，各種の作業は，2014 年の秋からスタートする運びにな
る。第 5 期科学技術基本計画の策定は，2014 年 10 月 22 日の CSTI 第 5 回会議から始まっ
た。2014 年後半から 2015 年にかけて多数の会議が設置され，具体的な制度改革案が制定され








6 月 3 日 科学技術・学術審議会総合政策特別委員会（科学技術・学術審議会決定）：第 5
期科学技術基本計画策定に向けた検討に向けて文科省の意見取り纏め 
10 月 21 日 第 3 期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する
検討会（文部科学省高等教育局長決定） 
10 月 22 日 CSTI（第 5 回）：総合科学技術・イノベーション会議基本計画専門調査会設置
し，次期計画の検討開始 
2015 年 
1 月 26 日 卓越研究員制度検討委員会（科学技術・学術政策局長決定） 
2 月 3 日 競争的研究費改革に関する検討会（研究振興局長決定） 
3 月 24 日 中央教育審議会大学分科会(第 8 期) 
4 月 17 日 科学技術・学術審議会 産学連携・地域支援部会 競争力強化に向けた大学知
的資産マネジメント検討委員会（科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会決定） 
8 月 26 日 特定研究大学（仮称）制度検討のための有識者会議（高等教育局長決定） 
2016 年 
2 月 1 日 卓越大学院（仮称）検討のための有識者会議（高等教育局長決定） 
 
これらの会議は，WG の中心メンバーである橋本和仁氏・上山隆大氏のいずれか 2 名双方もし







（５）新陳代謝・イノベーション WG による議論 



















































院部会第 73 回（2015 年 2 月 5 日）で，猪股大学改革推進室長は，産業競争力の衰退から説き
起こし，第 4 回ＷＧの下村説明資料を基にしていた。 
 
６．第 5 期科学技術基本計画と文部科学省「国立大学経営戦略」とへの結実 
（１）文部科学省「国立大学経営戦略」への反映 
年明けて 2015 年にも WG の作業は進んだ。第６回 WG（４月９日）では，橋本主査から「残さ
れた論点と思われる項目を以下に取りまとめたので，文部科学省及び関係府省等において検討







6 月 16 日に文科省は「国立大学経営力戦略」を公表した。この文書は，WG での議論を踏ま
えつつ，国立大学法人第 3 期中期目標計画に盛り込む政策を整理したものである。 
（2）運営費交付金に関する財務省の見解 
運営費交付金は，絶えず論争の的であった。運営費交付金をより評価や重点によって配分し
直す方針は，財務省の兼ねてからの主張であり，2014 年 4 月 4 日の財政制度等審議会財政制


























（３）第 3 期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する検討会 
2014 年 11 月 5 日，第 1 回の検討会が開催された。検討会には，橋本・上山両 WG 委員が参
加し，WG の議論が反映されるようにリードした。焦点の１つは，評価配分を導入することであり，
官邸主導のシュプレヒコールが直接入力された。 
翌年，1 月 29 日には，第 20 回産業競争力会議が開催され，「産業競争力の強化に関する実
行計画 産業競争力の強化に関する実行計画 産業競争力の強化に関する実行計画 （2015 
年版 ）」を審議した。この計画では，「『国立大学改革プラン』に基づき，平成 27 年度末ま でに，
運営費交付金の戦略的・重点配分拡大（各大学の改革取組へ配分及びその影響を受ける額 を 













会社旭リサーチセンター 永里相談役（日本経済団体連合会 産業技術委員会 産学官連携推









味が曖昧であり，ほとんど意味をなさない。以降，第 5 回（2015 年 1 月 29 日） に独立行政法人
大学評価・学位授与機構研究開発部 林隆之准教授の報告がなされるが，評価と配分ありきで
外国の事例を紹介するもので，運営費交付金の基盤的部分の説明や日本の現状分析はない。 




な教育研究，③世界的に卓越した教育研究の 3 つに分け，各国立大学法人が測定可能な KPI
を独自に設定する案となった。わずかな抵抗は，国立大学法人が独自に設定することとしたこと，





3 期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方について（審議まとめ）」（ 6 月





山委員が参加した。第 1 回は 2015 年 2 月 20 日に開催され，橋本委員は，「国立大学改革，競
争的資金制度改革に関わる産業競争力会議での議論（概略）」を報告し，一連の政策的経緯を
示し，全体の方向付けを行った。 


















合政策特別委員会 中間取りまとめ）」（1 月 20 日）が検討課題としていた「人件費に関する競争
的経費と基盤的経費の合算使用の在り方」は，論点には掲げられていたものの，議論もなく，盛り
込まれなかった。一方，直接経費から研究代表者の人件費を支出することは盛り込まれた。 WG
「イノベーションの観点からの大学改革の基本的な考え方」（2 月 16 日）に後者はあるが前者がな
いためであろう。競争的研究費で雇用した若手研究者を基盤的経費で雇用すること改善として書
かれているが（p.6），財源に余力があれば，各大学の裁量でできることに過ぎない。 
（5）第 5 期科学技術基本計画について 
第 5 期科学技術基本計画は，第 15 回総合科学技術・イノベーション会議（2014 年 10 月 22
日）から開始され，第 15 回総合科学技術・イノベーション会議（2016 年 1 月 19 日）で了承（持ち
回りなので実質は，前年 12 月 18 日の第 14 回会議）され，閣議決定（1 月 22 日）となった。 
諮問の日に，基本計画専門調査会が設置され，ここで主要な議論と計画原案を策定した。もは
や紙幅が尽き，策定過程を検討することはできない。また, 科学技術基本法の科学技術・イノベ
ーション基本法への改正（2020 年 6 月 17 日）により，第 6 期計画は，「科学技術・イノベーション
基本計画」として検討され，2020 年 12 月 14 日の総合科学技術・イノベーション会議基本計画専





第１は，オープンサイエンス（第 4 章（2）③）とオープンイノベーション（第 5 章（1））が強調され，
リニアモデルに代えてスパイラルを提唱している（p.37）。これは，イノベーションには最適かもしれ
ないが，大学の機能をすべてイノベーションとの関係でしか捉えない危険性もある。 
第 2 に，研究費総額の目標であるが，民間も含めた目標数値を GDP4%以上，政府支出を
















第 5 期計画の策定や第 3 期国立大学法人中期目標計画の開始によって，官邸主導の大学改
革は完結するものではない。2018 年 3 月には，内閣府「科学技術・イノベーション担当」政策統
括官の下に「大学改革担当室」が設置された。続いて 6 月 15 日 「統合イノベーション戦略」が閣














システム：現状と展開に向けた示唆」『研究 技術 計画』Vol.34-No.3。 
稲葉 馨（2015a）「2014 年の国家公務員制度改革関連法について（上）」『自治総研』439。 






小林信一（2019）「特集に寄せて 第 6 期科学技術基本計画へ向けた政策研究からの視座～科
学技術イノベーション政策の未来へ～」」『研究 技術 計画』Vol.34-No.3。 
小林信一・赤池伸一・林隆之・冨澤宏之・調麻佐志・宮林正恭（2019）「科学技術基本計画の変
遷と次期への展望」『研究 技術 計画』Vol.34-No.3。 










牧原 出（2009）『行政学叢書８ 行政改革と調整のシステム』東京大学出版会。 
－ （2018）『崩れる政治を立て直す 21 世紀の日本行政改革論』講談社現代新書。 













３ 本書「第 3 章 高等教育の無償化をめぐる官邸主導」（白川優治執筆）参照。 


































































































































2010 年代における開催状況は，2010 年 1 月 21 日の 71 回か









ける開催状況は，2010 年 1 月 29 日の 86 回から，2019 年 11 月










当。開催状況は，2012 年 9 月 28 日の 1 回から，2014 年 10 月




























代における開催状況は，2010 年 9 月 3 日の 35 回から，2019 年











トチームが処理する。検討期間は 2015 年 2 月 24 日から 2016
年 3 月 31 日まで。開催された会議は，2015 年 3 月 5 日の 1 回




























の開催状況は，2014 年 5 月 23 日の 1 回から，2019 年 12 月 26





年代における本会議の開催状況は，2010 年 2 月 3 日の 88 回か
ら，2014 年 4 月 14 日の 119 回まで。内閣府設置法の一部を改











数の 4 割以上。議員の任期は 2 年（再任可）。庶務は内閣府本
府に置かれる政策統括官が処理する。2010 年代における開催
状況は，2013 年 1 月 9 日の会議から，2019 年 12 月 19 日の会




















おける開催状況は，2013 年 1 月 24 日の 1 回から，2019 年 5





















における開催状況は，2013 年 1 月 8 日の 1 回から，2019 年の














済再生総合事務局が処理する。開催状況は，2013 年 1 月 23 日
の 1 回から 2016 年 6 月 2 日の 28 回までで，これとは別に経







2016 年 9 月 9 日の日本経済再生本部の決定に基づき，同本部
の下に設置された。会議の役職，構成員，及び庶務担当は同上。
2010 年代における開催状況は，2016 年 9 月 12 日の 1 回から，
















年代の開催状況は，2018 年 7 月 27 日の 1 回から，2019 年 6





2017 年 9 月 8 日の内閣総理大臣決裁によって設置された。会


























2014 年 9 月 3 日の閣議決定によって設置。その後，まち・ひ





における本部会合の開催状況は，2014 年 9 月 12 日の 1 回か














年代における開催状況は，2014 年 9 月 19 日の 1 回から，2019











けを得て，内閣官房が処理する。開催状況は，2011 年 10 月 28

















































10 月 23 日に初会合（以後，会合の開催状況は不明）。2012 年
12 月 21 日に中間取りまとめを公表。その後，2013 年 4 月 8
日の成長戦略に資するグローバル人材育成部会提言から，
2019 年 5 月 14 日の第十二次提言までで，12 の提言を示す（各
提言にて，役職を務めた議員名を確認できるが，正確な構成
員数は不明）。なお，2020 年 10 月に廃止となり，自民党政務
調査会の一組織である「教育再生調査会」として改変された。 

















図１ 2010 年代の高等教育政策に関わる主要な会議体の設置期間 
 




















































































































































































































































































































































































































































































2001 年 ～ 継続（2020.11 現在） 
2001 年 ～ 継続（2020.11 現在） 
2012.9 ～ 2014.10 
2001 年 ～ 継続（2020.11 現在） 
2001 年 ～ 継続（2020.11 現在） 
2015.3 ～ 
2016.3 
2014.5 ～ 継続（2020.11 現在） 
2001 年 ～ 2014.4 
2001 年～ 活動停止～ 再開（2013.1）～ 継続（2020.11 現在） 
2013.1 ～ 継続（2020.11 現在） 
2012.12 ～ 2020.10 
2013.1 ～ 2016.9 





2014.9 ～ 継続（2020.11 現在） 
2014.12 ～ 継続（2020.11 現在） 
2011.10～ 
2012.12 
2001 年 ～ 継続（2020.11 現在） 
2001 年 ～ 継続（2020.11 現在） 


















中教審（総会） 29～30 人 100.0％（29～30 人） 111 人 
中教審 大学分科会 28～38 人 100.0％（28～38 人） 103 人 
中教審 高大接続特別部会 18～19 人 100.0％（18～19 人） 20 人 
科学・学術審（総会） 29～30 人 100.0％（29～30 人） 89 人 
科学・学術審 学術分科会 29～31 人 100.0％（29～31 人） 88 人 






15 人 53.3％（8 人） 16 人 
総合科学技術会議 14～15 人 53.3～57.1％（8 人） 17 人 











教育再生実行会議 20～25 人 85.0～88.0％（17～22 人） 38 人 
日本経済再生本部 20 人 0％（0 人） 0 人 
産業競争力会議 16～19 人 47.1～58.8％（8～10 人） 16 人 
未来投資会議 15～17 人 33.3～41.2％（5～7 人） 8 人 
統合イノベーション 
戦略推進会議 
20 人 0％（0 人） 0 人 
人生 100 年時代構想会議 22 人 59.1％（13 人） 13 人 
まち・ひと・しごと創生本部 20 人 0％（0 人） 0 人 
まち・ひと・しごと創生会議 25～40 人 26.3～48.0％（10～12 人） 20 人 





財政審（総会） 22～30 人 100.0％（22～30 人） 72 人 
財政審  
財政制度分科会 
19～44 人 100.0％（19～44 人） 91 人 






























内閣府・内閣官房の会議体のみに参加 85 人 
うち１つのみに参加 71 人 
うち２つ以上に参加 14 人 
文科省の会議体のみに参加 296 人 
うち１つのみに参加 214 人 
うち２つ以上に参加 82 人 
財務省の会議体のみに参加 110 人 
うち１つのみに参加 81 人 




































内閣府・内閣官房の会議体のみに参加 85 人 
うち１つのみに参加 71 人 
うち２つ以上に参加 14 人 
文科省の会議体のみに参加 296 人 
うち１つのみに参加 214 人 
うち２つ以上に参加 82 人 
財務省の会議体のみに参加 110 人 
うち１つのみに参加 81 人 











































































（4 人） 浦野光人，勝悦子，金子元久，濵口道成 
会議体：５ 
（2 人） 五神真，羽入佐和子， 
会議体：６ 


















伊東香織 倉敷市長 中央教育審議会（大学分科会）：2017.3～ 
まち・ひと・しごと創生会議：2014.9～ 
貝ノ瀨滋 三鷹市教育委員会委員長 中央教育審議会（総会）：2011.2～ 
教育再生実行会議：2015.4～ 





















































































































本部の関係議員であったことがわかる。文部科学副大臣については 13 名のうち 7 名が，


















































































































安倍晋三 2012.12～ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
官房
長官 





甘利明 2012.12～   〇  〇 〇   〇 〇 
石原伸晃 2016.1～   〇  〇 〇 〇  〇 〇 
茂木敏充 2017.8～   〇  〇  〇 〇 〇 〇 
西村康稔 2019.9～   〇  〇  〇  〇 〇 
総務 
新藤義孝 2012.12～ 〇 〇 〇  〇    〇  
高市早苗 2014.9～ 〇  〇  〇  〇  〇 〇 
野田聖子 2017.8～ 〇  〇  〇  〇 〇 〇 〇 
石田真敏 2018.10.2～ 〇  〇  〇  〇  〇 〇 
高市早苗 2019.9～ 〇  〇  〇  〇  〇 〇 
財務 麻生太郎 2012.12～ 〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇 〇 〇 
経産 
茂木敏充 2012.12～ 〇 〇 〇  〇 〇   〇  
小渕優子 2014.9～ 〇  〇  〇 〇   〇 〇 
宮沢洋一 2014.10～ 〇  〇  〇 〇   〇 〇 
林幹雄 2015.10～ 〇  〇  〇 〇   〇 〇 
世耕弘成 2016.8～ 〇  〇  〇 〇 〇 〇 〇 〇 
菅原一秀 2019.9～ 〇  〇  〇  〇  〇 〇 
梶山弘志 2019.10～ 〇  〇  〇  〇  〇 〇 
文科 
下村博文 2012.12～ 〇 〇  〇 〇 〇   〇 〇 
馳浩 2015.10～ 〇   〇 〇 〇   〇 〇 
松野博一 2016.8～ 〇   〇 〇 〇 〇  〇 〇 
林芳正 2017.8～ 〇   〇 〇  〇 〇 〇 〇 
柴山昌彦 2018.10～ 〇   〇 〇  〇  〇 〇 





山本一太 2012.12～ 〇 〇   〇 〇   〇  
山口敏一 2014.9～ 〇    〇 〇   〇  
島尻安伊子 2015.10～ 〇    〇 〇   〇  
鶴保庸介 2016.8～ 〇    〇 〇 〇  〇 〇 
松山政司 2017.8～ 〇    〇  〇 〇 〇 〇 
平井卓也 2018.10～ 〇    〇  〇  〇 〇 







表９ 教育再生実行本部と 2010 年代安倍政権下での文部科学大臣，副大臣，大臣政務官 
氏名 教育再生実行本部 文部科学大臣 文部科学副大臣 文部科学大臣政務官 
赤池誠章 〇高等教育担当   2014.9～ 
穴見陽一 〇    
池田佳隆 〇    
石井浩郎 〇    
石田真敏 〇    
井上貴博 〇    
猪口邦子 〇    
井原巧 〇    
上野通子 〇高等教育担当  2019.9～ 2013.9～ 
宇都隆史 〇    
遠藤利明 〇本部長担当    
木原稔 〇    
熊谷大 〇    
櫻田義孝 〇本部長担当  2013.9～  
左藤章 〇    
塩谷立 〇    
下村博文 〇本部長担当 2012.12～   
鈴木淳司 〇    
薗浦健太郎 〇高等教育担当    
髙島修一 〇    
田野瀬太道 〇高等教育担当   2016.8～ 
堂故茂 〇   2015.10～ 
渡海紀三朗 〇本部長担当， 
高等教育担当    
冨岡勉 〇  2015.10～ 2013.9～ 
中川雅治 〇    
中根一幸 〇    
中山泰秀 〇    
西川京子 〇高等教育担当  2019.9～  
二之湯武史 〇高等教育担当    
丹羽秀樹 〇  2014.9～ 2012.12～ 
萩生田光一 〇高等教育担当 2019.9～   
馳浩 〇本部長担当 2015.10～   
林芳正 〇 2017.8～   
福井照 〇  2012.12～  
松野博一 〇高等教育担当 2016.8～   
松本剛明 〇    
松本洋平 〇    
丸山和也 〇高等教育担当    
宮川典子 〇   2017.8～ 
村井英樹 〇    
元榮太一郎 〇    
森まさこ 〇    
山際大志郎 〇    
山谷えり子 〇高等教育担当    
山本順三 〇    
義家弘介 〇  2015.10～ 2012.12～ 
渡辺博道 〇高等教育担当    




谷川弥一   2012.12～  
藤井基之   2014.9～  
水落敏栄   2016.8～  
永岡桂子   2018.10～  
浮島智子   2018.10～  
亀岡偉民   2019.9～  
山本ともひろ    2014.9～ 
豊田真由子    2016.8～ 
樋口尚也    2016.8～ 
新妻秀規    2017.8～ 
中村裕之    2018.10～ 

























web ページに掲載の各会議体データに基づく。また，現在（2020 年 11 月 29 日）の web ペ
ージに掲載のない事項は，国立国会図書館のインターネット資料収集保存事業（WARP: 












本稿は，2020 年 4 月に導入された「高等教育の修学支援新制度」の創設過程を検証する
ことにより，官邸主導の高等教育政策について具体的事例をもとに検討するものである。 
第 4 次安倍内閣のもとで，2019 年 5 月 10 日に国会で成立した「大学等における修学の














い学生への経済的支援制度である。2012 年 12 月から 2020 年 9 月まで 7 年 8 ヶ月続いた内
































で 322 件の記事であった。 
 
表１ 分析の対象記事（「高等教育＆無償化」，2020 年 3 月 31 日分まで） 
対象記事 記事データベース 抽出記事数 分析対象記事数 
朝日新聞 聞蔵Ⅱビジュアル 389 件 76 件 
毎日新聞 毎索（マイサク） 295 件 68 件 
読売新聞 読売新聞データベース「ヨミダス歴史館」 507 件 67 件 
日本経済新聞 日経テレコン 21 492 件 111 件 
合計 1683 件 322 件 
 
次に本稿の分析枠組みを説明する。「高等教育の修学支援新制度」が導入されることとな
った直接の契機は，2017 年 12 月 8 日の閣議決定「新しい経済政策パッケージ」である。
この「新しい経済政策パッケージ」は，2019 年 10 月から実施される消費税増税の増税分
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2015 年以前 19 
2016 年 13 
2017 年 184 
2018 年 64 
2019 年 38 














年 7 月 10 日に行われた第 24 回参議院選挙とその前後の政治状況のなかでこのことが政策










過程である。2016 年 7 月 10 日に行われた第 24 回参議院選挙とその前後の政治状況までの
制度的・政治的状況をこの段階として位置付ける。教育費負担に対する政策動向と国政選
挙における政治状況の観点から整理する。 
教育費負担に関する政策的動向については，2009 年 8 月に成立した民主党政権におい
て，公立高校の授業料無償制が導入され，国際人権規約の「中等・高等教育の無償化」の
留保が撤回（2012 年９月）された（朝日新聞 2012a・2012b）。さらに，第 46 回衆議院選挙 
（2012 年 12 月 16 日）の自民党の大勝により成立した第 2 次安倍内閣（自民党・公明党連




育再生実行会議は，第八次提言（2015 年 7 月）において教育費支援の充実を求める政策提
言を行い，消費税の増税時には増税分の使用使途を教育に振り分けることを提案した（教
育再生実行会議 2015）。また， 2016 年から導入された 18 歳選挙権制度や「奨学金問題」














公表されているためである。さらに 2017 年 4 月に給付型奨学金制度が新設されたことは，
その後の制度活用の枠組みが形成されることとなった。 
他方，2010 年代前半の国政選挙における政治状況の特徴は，2012 年の第 2 次安倍内閣の
成立以降の国政選挙の結果，与党が衆参両院で憲法改正の発議を可能とする政治状況が生
じたことである。2013 年 7 月 21 日の第 23 回参議院議員通常選挙において，与党（自民
党・公明党）が大勝（改選 120 議席中 70 議席の確保）することで，衆参ねじれ国会の状況
が解消されるとともに，与党と日本維新の会等の改憲支持勢力が 3 分の 2 を上回る状況と
なった。さらに，2014 年 12 月 14 日に実施された第 47 回衆議院議員総選挙において，与










より与党勢力による憲法改正発議要件を確保する状況が生じたなかで，2016 年 3 月に，お
おさか維新の会が，教育無償化を含めた改憲案を策定し，次の国政選挙での選挙公約に設
定した（朝日新聞 2016a，日本経済新聞 2016，読売新聞 2016）。そして，第 24 回参議院議
員通常選挙（2016 年７月 10 日）では，与党は改選議席を上回るが憲法改正の発議の要件
である 3 分の 2 の議席数には届かず，おおさか維新の会等の野党改憲勢力を合わせて憲法
改正発議要件を満たす状況となった。憲法改正議論において野党改憲勢力の政策が注目さ
れる政治環境が生じたのである（日本経済新聞 2016b）。 
このような政治状況の中で，2017 年 1 月の通常国会の開催（第 193 回国会：2017 年 1 月
20 日から 6 月 18 日）に伴い，「教育の無償化」が憲法改正と教育政策の両面から検討され












































議院解散における選挙公約において 2019 年 10 月からの消費税増税とその増税分の使途変
更とすることが政治判断による政府方針として固まり，人生 100 年構想会議や経済財政諮
問会議において給付型奨学金制度を活用する制度枠組みの方向性が安倍首相によって示さ
れている(日本経済新聞 2017k・2017l，毎日新聞 2017g）。 








制度の具体化過程の契機は，2017 年 6 月の国会閉会時に，安倍首相が次の政策方針とし
て「人づくり革命」を設定し，有識者会議（後の「人生 100 年時代構想会議」）の設置と高
等教育を含む教育の無償化や大学改革を含む基本構想をとりまとめる方針を示したことで
ある。そして，2017 年 10 月の第 48 回衆議院選挙を挟んだ 2017 年 9 月から 11 月にかけ
て，消費税増税の税収分の利用が財源として位置付けられるとともに，具体的な制度対象
として，支援する学生の個人要件，大学側の機関要件が具体的に検討されていく。それら
の内容が 2017 年 12 月 8 日の閣議決定「新しい経済政策パッケージ」に具現化されていく
ことになるのである。 




象拡大を進めることを示し（日本経済新聞 2017o），衆議院選挙後の 10 月 28 日には「大学





たに設置された「人生 100 年時代構想会議」は，9 月 11 日，10 月 27 日，11 月 30 日に会
議が開催されている（人生 100 年時代構想会議 2017)。このような経過を経て，12 月 8 日
に，個人要件と機関要件を具体的に明記した閣議決定が行われることとなる（朝日新聞




日本経済新聞 2017r）。また，人生 100 年構想会議において，「政策パッケージ」と同内容




2017m・2017n，読売新聞 2017k，日本経済新聞 2017s）。 
そして，12 月に「新しい経済政策パッケージ」が閣議決定により正式に決定されたのち，









後，具体的な制度設計が進められ，2018 年 6 月には，文部科学省での専門家会議の報告書
が提出されている（毎日新聞 2018e，日本経済新聞 2018b)。そして，2019 年 3 月に国会で


















表 4 「高等教育の修学支援新制度」の制度化を巡る時系列の変化と 
アクター・アリーナ・アジェンダ 
区分 時期 アクター アリーナ アジェンダ 
①前提環境の
進展 





2017 年 1 月〜
8 月頃 
各政党 自民党内・国会 憲法改正と教育無償化 






2017 年 6 月〜
12 月 









がわかる。2017 年 9 月には，この制度を検討するための直接的な議論の場として「人生 100































年 3 月 17 日(夕刊) 
・朝日新聞（2012b）「高等教育無償化の留保撤回を通知 国際人権規約で政府」2012 年 9
月 14 日(朝刊) 
・朝日新聞（2016a）「おおさか維新，憲法改正原案 教育の無償化・地域主権の確立・憲
法裁判所の新設」2016 年 3 月 25 日(朝刊) 
・朝日新聞（2017a）「（時時刻刻）首相，改憲意欲を強調 通常国会開会，施政方針演説」
2017 年 1 月 21 日(朝刊) 
・朝日新聞（2017b）「「教育国債」検討 自民，無償化へＰＴ設置」2017 年 2 月 4 日(朝刊) 
・朝日新聞（2017c）「教育無償化へ，自民初会合 教育国債検討，財務省は警戒」2017 年
2 月 16 日(朝刊) 
・朝日新聞（2017d）「安倍首相のメッセージ全文 憲法改正を求める集会」2017 年 5 月 4
日(朝刊) 
・朝日新聞（2017e）「公明「慎重な議論を」 教育無償化，自・維は賛同 衆院憲法審」
2017 年 5 月 25 日(夕刊) 
・朝日新聞（2017f）「教育無償化，自公に温度差 衆院憲法審，各党が意見」2017 年 5 月
26 日(朝刊) 
・朝日新聞（2017g）「教育無償化に意見 参考人が課題指摘 衆院憲法審」2017 年 6 月 1
日(夕刊) 
・朝日新聞（2017h）「「教育国債」反対続出 財政審，自民の議論にクギ」2017 年 5 月 11
日(朝刊) 
・朝日新聞（2017i）「高等教育無償化２案 卒業後に拠出金納付・給付型奨学金を拡張」
2017 年 8 月 18 日(朝刊) 
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・朝日新聞（2017j）「２兆円パッケージ決定 安倍内閣」2017 年 12 月 9 日(朝刊) 
・朝日新聞（2017k）「高等教育費軽減，制度設計に課題 受け入れ大学の要件／支援学生
の範囲」2018 年 1 月 31 日(朝刊) 
・朝日新聞（2018）「高等教育の政策，私大連盟が批判 「特性と自主性脅かす」」2018 年
9 月 14 日(朝刊) 
・朝日新聞（2020）「（安倍政権 教育現場では：下）計８年８カ月，識者の見方は――」
2020 年 9 月 8 日（朝刊） 
・人生 100 年時代構想会議（2017）「人生 100 年時代構想会議」の開催記録・配付資料・議
事録（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/jinsei100nen/：2020 年 11 月 29 日確認） 
・閣議決定（2017）「新しい経済政策パッケージ（平成 29 年 12 月 8 日）」
（https://www5.cao.go.jp/keizai1/package/package.html：2020 年 11 月 29 日確認） 
・教育再生実行会議（2015）「教育立国実現のための教育投資・教育財源の在り方について
（第八次提言）（平成 27 年７月８日）」 
（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/teigen.html：2020 年 11 月 29
日確認） 
・毎日新聞（2017a）「自民党：「教育国債」を検討 無償化へ財源，衆院選見据え 」2017
年 2 月 16 日(東京朝刊) 
・毎日新聞（2017b）「衆院憲法審査会：教育無償化に慎重意見 公明，財源指摘  」2017
年 5 月 25 日(東京夕刊) 
・毎日新聞（2017c）「衆院憲法審査会：教育無償化，与党温度差 公明，財源確保に疑問 」
2017 年 5 月 26 日(東京朝刊) 
・毎日新聞（2017d）「自民党：改憲案４項目検討 保岡氏，年内取りまとめ表明 ９条／
教育無償化／緊急事態条項／合区 」2017 年 6 月 6 日(東京夕刊) 
・毎日新聞（2017e）「教育無償化：慎重論 自民，改憲４項目議論一巡 」2017 年 8 月 2 日
(東京朝刊) 
・毎日新聞（2017f）「点検・自民改憲：／２ 教育無償化に異論噴出 財源・対象，遠い
集約 」2017 年 8 月 16 日(東京朝刊) 
・毎日新聞（2017g）「次期衆院選：消費増税分，配分見直し 首相，争点化狙う 」2017 年
9 月 19 日(東京朝刊) 
・毎日新聞（2017h）「教育無償化：政府，年内に方針 今夏に有識者会議，財源確保など
議論 」2017 年 6 月 23 日(東京朝刊) 
・毎日新聞（2017i）「教育無償化：「大学を限定」 免除や奨学金，対象基準検討 茂木担
当相 」2017 年 10 月 28 日(東京朝刊) 
・毎日新聞（2017j）「教育無償化：非課税世帯のみ 高等教育と０～２歳対象分 政府方




ね 結論一部先送り  」2017 年 12 月 9 日(東京朝刊) 
・毎日新聞（2017l）「教育無償化：高校，私立先送り ２兆円パッケージ，概要固まる 」
2017 年 12 月 1 日(東京朝刊) 
・毎日新聞（2017m）「自民党：教育無償化明記せず 改憲本部，条文案たたき台  」2017
年 11 月 2 日(東京夕刊) 
・毎日新聞（2017n）「自民党：教育「無償」明記見送りへ 改憲本部，賛成ほとんどなく 」








































































































































































高校新卒者 ➡ 大・短現役志願者 ➡ 大・短現役入学者
106万人    65万人 58万人
一般入試 34万人






































































































































































































55 万人の内訳である。新卒見込み受験者は 45 万人，そこから実際に成績を利用して個別























































































































































































 萩生田文科大臣が英語民間試験の成績提供システムの延期を表明したのは 2019 年 11 月





















































































































て（第４次提言）」平成 25 年 10 月 31 日 
6 中央教育審議会 2014『新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教
育、大学教育、大学入学者選抜の一体的改革について～すべての若者が夢や目標を芽吹か
せ、未来に花開かせるために～（答申）』平成 26 年 12 月 22 日 
7 中央教育審議会初等中等教育分科会高等学校教育部会「初等中等教育分科会高等学校部
会の審議の経過について～高校教育の質保証に向けた学習状況の評価等に関する考え方
～」平成 25 年１月 
8 元共同通信編集委員山田博氏の示唆による（安彦忠彦氏の証言）。 
9 高大接続システム改革会議、2015「中間まとめ」平成 27 年 9 月 15 日 
10 高大システム改革会議､2016「最終報告」平成 28 年 3 月 31 日 
11 文部科学省、2017「高大接続改革の実施方針等の策定について」平成 29 年 7 月 13 日 
12 独立行政法人大学入試センター、2018「「大学入学共通テスト」における問題作成の方
向性等と本年 11 月に実施する試行調査（プレテシト）の趣旨について」編成 30 年 6 月
18 日 
13 結城忠、2019「独立行政法人大学入試センターの法的地位・性格」私学教育研究所



























































































第 3 の論点は，「議会補佐機関」の存在と，OMB に対するチェック機能に関する理解
である。大統領だけでなく，議会も含めて透明性と中立性が担保された立法や政策形成
を補佐するのが，議会検査局（Government Accountability Office; GAO），議会予算局



























































２． OMB の歴史と組織 ―1921 年法から 2010 年法まで― 





OMB の歴史は，100 年前にさかのぼる。OMB の前身は 1921 年予算・会計法（Budget 
and Accounting Act of 1921）の制定により財務省内に設置された「予算局」（Bureau 



















算局」（Office of Management and Budget：OMB）に改組された。大統領直属機関に
移管されて 30 年が経過していたが，大統領の指示や意向を行政管理や予算編成に反映さ
せる体制はまだ未成熟であった。 





（２）1990 年代以後の OMB 改革 
OMB は 1990 年代以降，数次にわたって組織改革を行っている。それは大統領の執行
権力のあり方そのものを描写し，また大統領府と省庁との関係を再編するものとして注
目に値する。以下ではクリントン政権期の 1994 年に実施された行政改革プログラム
「OMB 2000 改革」に注目する。茂木（2004）によれば，「OMB2000 改革」のポイン
トを次のように整理している。 
第 1 にクリントン政権による行政改革として，1993 年「政府業績成果法」（Government 
Performance and Results Act; GPRA）が成立し，OMB の基本的な機能は，①大統領の
予算要求の準備（予算査定機能），②法令審査機能，③政策調整機能（プログラム評価機







Assessment Rating Tool）が導入され，2004 年度以降より運用した11。これは，各省庁
が自己評価という形式により，個々のプログラム評価を行うものであるが，最終的な評
価は OMB が行っていた。第 4 に，2010 年オバマ政権期では，GPRA が「政府業績成果
現代化法」（Government Performance and Results Modernization Act; GPRAMA）に
修正（授権）され，ブッシュ政権期が導入した“PART”の運用を停止した。そして第 5 に，








源，⑤保健・人事，の 5 分野から構成された。この 5 分野の組織構成は今日まで変わっ
ていない。図表３は，「OMB 2000」改革後の OMB 組織である。 
 
図表３ 「OMB 2000」改革後の OMB 組織 
 
































（３）議会補佐機関 GAO の提言と独立性 
前節の論点整理に述べた通り，会計検査院 GAO（Government Accounting Office）は
客観的なエビデンスやヒアリング等に基づく質の高い調査報告書を発表する議会補佐機
関として知られる。「議会に置かれた国庫の番人」との異名をもつ。 
1989 年の GAO の報告書， “General Accounting Office (1989), Managing the 




策」として，次の 2 点を提言している14。第 1 に，予算機能と行政管理の二つの機能を統
合すること，第 2 に，連邦政府全体の指導力を発揮する専門組織または別個の省庁を創
設することである。 
上記の GAO 提言は，その数年後の 1993 年に誕生したクリントン政権によって実行に











トランプ大統領は 2020 年 2 月 10 日，2021 会計年度の予算教書を議会に提出した。
その予算案における最大の柱は「無駄または不必要な支出の削減または停止」（Stopping 





















資料）Office of Management and Budget (2020), A Budget for America’s Future; 





経費に計上される。2019 年度（実績値）は 705 億ドル，2020 年度（執行中）は 722 億





















OMB は，教育省（高等教育局：Office of Postsecondary Education）との折衝では，
大統領の指示に基づいて裁量的経費を中心とする総額削減を前提とした中で，上記の個
別案件について予算編成の重点を置いている。（１）は，歴史的黒人大学への財政支援は
















本稿の総括として，次の 3 点を述べる。 








は「OMB 2000」改革を軸に OMB 内に「資源マネジメント室」を新設し，行政管理と予
算編成の両面をコントロールする権限を付与した。同室は省庁との折衝を通じて政策と
予算の総合調整を担い，予算教書の内容を高度かつ専門性の高いものにした17。 
そして第 3 に，OMB の高等教育におけるプレゼンスは極めて大きい。教育省との折衝
では総じて OMB 優勢と考えられる。教育費が管理される裁量的経費は政権の党派色が
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高等教育行政所管省設置は 1974 年）。2020 年 11 月現在，初等中等教育行政を所管する省
（Ministère de l’Éducation nationale, de la Jeunesse et des Sports＝国民教育・青少年・
スポーツ省，以下「国民教育省」）とは別に，フレデリック・ビダル（Frédérique Vidal）
を大臣とする高等教育・研究・イノベーション省（Ministère de l’Enseignement supérieur, 
de la Recherche et de l’Innovation）が置かれている（以下「高等教育省」）。ビダルは国会
議員ではなく，前職はニース大学長である。 
 首相府には，直属の組織である首相官房（Cabinet du Premier ministre）が置かれ，内
閣（Conseil des Ministres）３等の事務局として各省との連絡調整等を行う内閣事務総局
（Secrétariat général du Gouvernement）が置かれている。前者の構成員は 60 人程度４，






































































院は，行政訴訟の最高裁判所として機能し，裁判官 231 人，408 人の職員が置かれている。





















公高等教育への政府支出比率は全経費の 2/3 程度であり，OECD 平均を上回っている。 
政府統制は強く，大学は法人格を有する者の常勤の教職員は公務員であって，教員外職
員には国全体の公務員制度が全面的に適用される。教員人事についても高等教育省の諮問
















 1980 年代以降の主要な大学改革（試みを含む）として，以下のものが挙げられる。 
 1986 年 ドバケ法案（廃案）：入学者選抜，授業料徴収等の試み 
 1980 年代 評価組織（大学評価委員会）の設置，契約政策（politique contractuelle）
１７の導入 





 2002 年 ボローニャ・プロセスに対応した LMD（学士・修士博士課程）導入 
 2003 年 フェリ法案（廃案）：大学の自律性拡大の試み 
 2006 年 研究計画法（Loi de programmation de la recherche）：研究・高等教育評
価機関（Agence d’Évaluation de la Recherche et de l’Enseignement supérieur : 
AERES）設置 
 2007 年  大 学 の 自 由 と 責 任 に 関 す る 法 律 （ Loi relative aux libertés et 
responsabilités des universités : LRU）：大学の自律性の大幅拡大１９ 
 2009 年 キャンパス計画：大型の競争的資金，先導的卓越事業（IDEX）として現在
も継続 
 2013 年 高等教育・研究法：PRES を強化する大学・高等教育機関共同体（COMUE）
の制度化，機関統合の推進 
 2018 年 学生の進路選択と成功に関する法律（Loi relative à l’orientation et à la 
réussite des étudiants : ORE）：高大接続制度改革（Parcoursup の導入）２０ 
 2018 年 留学生誘致促進政策“Bienvenue en France”：EU 外留学生への特定登録料
（frais différenciés）適用（事実上の学費導入） 
 2020 年 研究計画編成法（Loi de programmation de la recherche） 
 全体としては大学の自律性拡大の流れが見て取れる。2018 年の ORE 法は大学への志願
者の大学による順位付けを求めており，従来認められなかった大学による志願者選抜を事
実上大学に認めたものと受け止められている（細尾・夏目・大場編, 2020）。 


























LRU 法はサルコジ政権発足後 3 か月足らずで採択されたもので２１，教職員（特に教員）
の幅広い支持を得ないで実現された改革と言われる（Dixon, 2008）。右派政権が関係者へ
の意見照会をあまり行わずに LRU 法を制定したのに対して，左派政権は広く国民の意見
を聴取し，国会審議にも時間をかけて採択する方針を示した。政府は，2012 年 7 月，オラ
ンド大統領の意向を受けて高等教育・研究全国検討会議（Assises de l’Enseignement 
supérieur et de la Recherche）を設置し，新しい高等教育政策についての検討を行った。





となった団体は 100 を超え，報告書の提言数は 135 に達した。この報告書がそのまま法案
の基礎となったのではなく，国会（下院）議員のジャン＝イブ・ルデオ（Jean-Yves Le Déaut）
に法案検討が委ねられた。ルデオは 2013 年 1 月，報告書を首相に提出し，それを受けて









（Lecherbonnier & Stromboni, 2013），それに置き換わって研究・高等教育評価高級審議
会（HCERES）が設置される運びとなった。質保証機関の AERES から HCERES への機
関変更は形式的なもので，何ら実質的変化が無い改革と言われる（Dubois, 2015）。 
 
② EU 外留学生への特定登録料の導入 
マクロン政権は 2018 年 11 月 19 日，留学生拡大政策である Bienvenu en France（よう
こそフランスへ）を発表する中で，EU 外からフランスの大学に留学する学生に EU 内学
生（フランス人学生を含む）とは異なる特定登録料（droits d’inscription différenciés）を
適用する方針を示した。Bienvenu en France は，当時約 30 万人であった留学生数（EU
内・EU 外）を 2027 年までに 50 万人に拡大することを目指すもので，そのために必要と
なる経費の一部を EU 外留学生から徴収するものである。政策実施初年である 2019 年の




4 月 21 日，ほぼ原案通りに沿って関連政省令を制定し，同年秋の入学から特定登録料は全
面的に適用されることが決定した。しかし，この政策への大学側の反発は強く，授業料免











この決定を受けて 2020 年 7 月 1 日，以下の理由を示しつつ国務院は請求を棄却し，本
件は政府案が全面的に認められる形で決着した。 
 EU 外留学生への特定登録料は，憲法の要求する無償の原則には反しない。 

























持するものが多かった。2020 年現在の大統領はマクロンであるが，彼の政権は EU 外留学
生への特定登録料導入に見るように上位下達的に実施されるものが多い。マクロンは 2017
年の選挙で圧勝し，その後の政局運営では強引な側面が見られる反面，従前の政権が着手
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２ 三省堂『フランス法律用語辞典第 3 版』の項目「Cohabitation」（83 頁）。 
３ 閣議を招集するのは首相であるが，それを主催するのは大統領である。 




６ M. カロンは，内閣事務総局を「共和国の見えない手（main invisible de la République）」
と呼ぶ（Caron, 2020）。 











１２ 更に支援職員が置かれ，大臣官房の平均職員数は 100 名程度である。 
１３ 院長は充て職で首相又は法務大臣が務め，実際の指揮監督は副院長が行う。 
１４ 関連制度については大場・夏目（2010）が詳しい。 
１５ 大学評価機関として研究・高等教育評価高級審議会（Haut conseil de l’évaluation de la 
recherche et de l’enseignement supérieur: HCERES）があり，それ以外にも国民教育研究行
政監査総局（Inspection générale de l’Administration de l’Éducation nationale et de la 
Recherche: IGAENR）や会計検査院（Cour des Comptes）等の公的機関の評価を大学は受け
ている。 





１９ 大場（2010）参照。当該法律を以下「LRU 法」と記す。 
２０ 細尾・夏目・大場編（2020）参照。 















































制（保守党と労働党が議席の大多数を占める）が続いており，2020 年 3 月における各政党
の議席数は表１の通りである。 
 
表１：下院の党派別内訳（2020 年 3 月現在） 
政党 議席数 
保守党 365 議席 
労働党 202 議席 
スコットランド国民党 47 議席 
自由民主党 11 議席 
民主ユニオニスト党 8 議席 
その他（小政党，無所属，議長） 17 議席 
出典：外務省 HP（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/uk/data.html#section1） 
 
下院とは異なり，上院（貴族院）の議席数に定数（2020 年 3 月現在 792 議席）はなく，
任期もない（原則終身，ただし，聖職者は職にある期間）。なお，「上院は一代貴族（任命
制），一部の世襲貴族（世襲貴族内の互選），聖職者（英国国教会幹部）から構成され，公
選制は導入されていない」（外務省 HP）。上院における，各政党の議席数（2020 年 3 月）
は表２の通りである。 
 
表２：上院の党派別内訳（2020 年 3 月現在） 
政党 議席数 
保守党 365 議席 
労働党 178 議席 
自由民主党 91 議席 
中立（クロスベンチ） 184 議席 
その他（小政党、無所属、議長） 67 議席 






イギリスの選挙（下院）は小選挙区単純多数代表制で，650 の選挙区がある。2019 年 12
月 12 日に行われた総選挙では，保守党が単独過半数を獲得している。その結果，保守党の
党首であるボリス・ジョンソン（Alexander Boris de Pfeffel Johnson）が首相の座にとどまる
こととなった。ジョンソン首相は強硬な「ブレグジット」（Brexit）推進派であり，総選挙









編が実行されてきた。事実，「1980 年からの 30 年間に 25 の中央省庁が設立されたが，そ
のうち 13 は 2009 年までに消滅した。1983 年設立の貿易産業省のように 24 年間存続した
ものから，ビジネス・企業・規制改革省やイノベーション・大学・技術省のように，2 年し
か存続しなかったものまである」（国立国会図書館 2013：6）。なお，高等教育の管轄は，
2009 年から 2016 年まで，「ビジネス革新技能省」（Department for Business, Innovation and 
Skills: BIS）が行っていたが，BIS の廃止に伴い，2016 年からは初等中等教育も管轄する








 「教育技能補助金庁」（Education and Skills Funding Agency） 
初等中等教育機関や継続教育機関に対する補助金の分配を行う。 
 「基準試験庁」（Standards and Testing Agency） 
初等教育機関（Key Stage 1 and 2）における全国共通カリキュラムテストを管理運
営する。 
















 「学生局」（Office for Students: OfS） 
大学の規制および大学への助成助言を行う。 





OfS は「2017 年高等教育・研究法」（Higher Education and Research Act 2017）の施行によ
り，「イングランド高等教育財政審議会」（Higher Education Funding Council for England: 
HEFCE）および「公正機会局」（Office for Fair Access: OFFA）の機能を引き継ぐ形で 2018
年 1 月 1 日に新たに設置された。OfS の主な機能は，①イングランドの大学の規制，②大








 「教育水準局」（Office for Standards in Education, Children’s Services and Skills: Ofsted） 
初等中等教育機関や生涯教育機関の教育を監査し，教育水準の向上を担う。 
 「資格・試験規制機関」（Office of Qualifications and Examinations Regulation: Ofqual） 
試験（GCSEs や A Levels など）の規制と資格の認証を行う。 
 
上記の政府関連法人だけでなく，非政府機関にも重要な教育関連組織がある。その一つ
が，非営利組織である「高等教育質保証機構」（Quality Assurance Agency for Higher Education: 
QAA）である。QAA は主に学生局（OfS）の委託資金や大学の年会費で運営されている。
QAA の主な機能は，①大学の評価，②学問的誠実性の保護，③高等教育政策への助言であ
る。なお，③助言の例として，教育省から OfS の機能に関する諮問が 2017 年 12 月になさ
れている。その主な内容は下記の通りである（QAA 2017）。 
 
 OfS の規制のあり方は適切か？ 
 OfS の進学機会平等化のための試みは適切か？ 










ス大学協会」（Universities UK: UUK）や，学生の利益団体である「全国学生自治会」（National 
Union of Students: NUS）などがあり，これらの利益団体は，QAA や OfS と共同で政策提言
を出したりすることもある。 
上記の例のように，QAA や OfS（その前身機関である HEFCE や OFFA）が政府（教育
省）の諮問機関として機能することで，イギリスの高等教育政策は合理的根拠に基づいて，
つまり「証拠に基づく政策形成」（Evidence-Based Policy Making: EBPM）を経て，（少なく
とも理論上は）決定されるのである。そこで次節では，EBPM が採用されるようになった
背景，および高等教育における EBPM の実例を示したい。 
 
2. 証拠に基づく政策形成（EBPM） 





































（Government Social Research profession: GSR）などと呼ばれる。2019 年の時点で GSR は約











リスの政官関係の原則は，「官僚が助言し，大臣が決める」（civil servants advise, but ministers 
decide）という役割分担にある。よって，官僚に期待されているのは「中立的な助言を行う










政府法務局のジョナサン・ジョーンズ事務次官は 2020 年 9 月 8 日に辞任する意向を表明








ことも多々ある。それらの専門家は，高等教育では，OfS や QAA の職員*である。事実，




 TEF や NSS などの各種調査結果 
 
これらの質的・量的データの分析結果を踏まえて，OfS や QAA は学術的見地から教育大
臣の諮問に応えようとしているのである。 
教育大臣がOfS（当時はHEFCEとOFFA）の助言を土台に教育政策を決定した一例（EBPM
の実例）として，2016 年 5 月に交付された白書「知識経済としての成功」（Success as a 
Knowledge Economy: Teaching Excellence, Social Mobility and Student Choice）に記された高等
教育政策の決定過程を追ってみたい。 
 
② 高等教育における EBPM の実例 
2012 年 5 月に教育大臣は HEFCE と OFFA に書簡を送り，高等教育への公平なアクセス
と学生の学業達成に関する共有戦略の策定を求めた。加えて，この分野への公的補助金の
的をどこに絞るべきかについて，証拠に基づいた評価を土台に検討するよう求めた。この
要望を受けて，HEFCE と OFFA は 2014 年 4 月 3 日に調査報告書「高等教育における公平
なアクセスと学業達成に関する国家戦略」（National strategy for access and student success in 
higher education）を公表した。 
この報告書は２部構成になっており，第１部で，公平なアクセスと学業達成に関する
HEFCE と OFFA の強い信念が述べられている。その信念とは，大学生の構成はイングラン
ドの多様性を反映しているべきだというものである。つまり，HEFCE と OFFA は，年齢・
人種・性別・障害・社会階層などによって大学進学を妨げられることがあってはならない，
と固く信じているのである。そして，この信念に従い，「政府は公平性と社会移動を促進す













階層の進学率の差を縮小させること」（HEFCE and OFFA 2014: 16）である。これらの助言
の根拠として，HEFCE と OFFA は，多種多様なデータを参照している。例えば，「大学入
学サービス」（Universities and Colleges Admission Service: UCAS）が保有する進学希望者の
データを用いて，最も利益を得る階層と最も不利益を被る階層の間で，進学希望の占める
割合の差が 10 年間（2004-2013）の間に 4.3 倍から 2.7 倍へと縮小したことが示されている
（HEFCE and OFFA 2014: 17）。これらのデータを根拠に，HEFCE と OFFA は現在の政策を
肯定的に評価し，その継続・拡充を上記のような助言として提示したのである。 
第 2 部第 2 章は，学位取得について，特にリテンション率に着目して，三つの助言をし
ている。それらの助言は，「リテンション率を向上させ，退学者を減らすこと。最も利益を
得る階層と最も不利益を被る階層のリテンション率の差を縮小させること。各階層の間で
学習成果に原因不明の差が生じないようにすること」（HEFCE and OFFA 2014: 17）である。
これらの助言の根拠とされたのは主に，HEFCE が 2013 年に出版した二つの報告書である
（HEFCE 2013a, 2013b）。これらの報告書は，男性，黒人，障害者，進学率の低い階層の学
生，成人学生，パートタイム学生，貧困学生などのリテンション率が低いことを明示して
いる。これらの事実を踏まえて，HEFCE と OFFA は（リテンション率が低くなる傾向があ
る）彼ら／彼女らの支援を政府に求めたのである。 
第 2 部第 3 章は，進学や就職について，右記のように四つの助言をしている。「最も不利
益を被る階層の大学院への進学を促進させる。最も利益を得る階層と最も不利益を被る階
層の大学院進学率の差を縮小させる。就職結果における階層間の不平等を減らす。最も利
益を得る階層と最も不利益を被る階層の就職結果の差を縮小させる」（HEFCE and OFFA 
2014: 66）。これらの助言は，第 2 章で触れたリテンション率が低い階層において，大学院
進学率も低くなるという分析結果を根拠としている。特に資金面での課題が彼ら／彼女ら
の進学を妨げていることを示し，その改善の必要性を政府に訴えたのである。 




されることが多い（吉田 2018）。このような文化的背景の下，HEFCE と OFFA の助言は政
府に歓迎され，2015 年 11 月に公表された緑書「卓越した教育，社会移動，学生の選択」
（Teaching Excellence, Social Mobility and Student Choice）に色濃く反映された。 








価制度（Teaching Excellence Framework: TEF）を導入するよう，提言したのである。この提
言は，不平等の解消に不可欠だというロジックの下で正当化され，ほとんど変更を加えら


















に基づく政策形成」（Evidence-Based Policy Making: EBPM）の仕組みに着目した。そしてそ
















員となる。事実，OfS や QAA は，政府の求めに応じて学術的な見地から，証拠に基づいて
助言を行っている。この助言を踏まえて，政府は高等教育政策を決定（EBPM）するのであ
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わたしたちの研究プロジェクトは，およそ 1 年半の間に，文部科学省高官など 5 名に延べ 6 回
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This book is composed of the results of the Higher Education Policy Research Project 
of the Japanese Association of Higher Education Research, which was proposed by the 
President of the Association, Masayuki Kobayashi, and was carried out by a group of 
researchers within the association under the leadership of board member Takashi HATA. 
Research on higher education policy-making has been one of the major topics of interest 
since the establishment of the Association. Indeed, the association’s mission statement 
declares, “the establishment of an academic society is becoming an ever more critical issue 
for promoting cooperation and exchanges among the researchers from different study fields, 
strengthening the theoretical and methodological basis of research, seeking further 
deepened and developed research, dissemination of the outcomes of this research and 
contribution to the solution of practical and policy-related challenges.” 
This research project aims to study the process of policy-making for higher education 
in Japan, which has changed rapidly in recent years. This change is occurring not only in 
Japan but also in Europe and the United States. In order to study from a global perspective, 
the research project was carried out with the participation of experts studying higher 
education in the United States, France, and the United Kingdom, and new research results 
were produced through comparative higher education policy analysis. 
In the Higher Education Policy Project, members interviewed officials from the 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT), and have been 
energetically studying the policy-making process, especially the relationship between the 
official residence and the MEXT. At the same time, they have analyzed the decision-
making process of higher education policies in each country. We believe that research that 
examines the decision-making process of higher education policies in so many countries is 
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